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※本資料において、特筆のない中部圏、⾸都圏、近畿圏の範囲は以下のとおり。 

中部圏：⻑野県、岐⾩県、静岡県、愛知県、三重県 
⾸都圏：茨城県、栃⽊県、群⾺県、埼⽟県、千葉県、東京都、神奈川県、⼭梨県 
近畿圏：滋賀県、京都府、⼤阪府、兵庫県、奈良県、和歌⼭県 
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第１章の図表 

 
図表 １ 年齢区分別将来推計人口 

 
出典：国⽴社会保障⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来推計⼈⼝（平成 30（2018）年推計）」より作成 

 
図表 ２ 在留外国人数の推移 

 
出典：国⼟交通省「国⼟の⻑期展望」最終とりまとめ参考資料 
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○全人口 -16.3％
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○全人口 -14.4％
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図表 ３ まちづくりに活用が期待される新技術 

 
出典：国⼟交通省「デジタル化の急速な進展やニューノーマルに対応した都市政策のあり⽅検討会」中間

とりまとめ 参考資料 
 

図表 ４ スマートシティによって何がよくなるか 

出典：内閣府「スマートシティガイドブック」第 1 版（ver.1.00）（令和 3 年 4 ⽉ 9 ⽇） 
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図表 ５ カーボンニュートラルの実現 

 
出典：経済産業省「2050 年カーボンニュートラルに向けたグリーンイノベーションの⽅向性」（2020 年

11 ⽉） 
 

図表 ６ 都道府県別の製造業における電力消費量上位 10 位 

 
※製造業：⾷品飲料製造業、繊維⼯業、⽊製品・家具他⼯業、パルプ・紙・紙加⼯品製造、印刷・同関連業、化学⼯業（含⽯油⽯炭製

品)、プラスチック･ゴム･⽪⾰製品製造業、窯業･⼟⽯製品製造業、鉄鋼･⾮鉄･⾦属製品製造業、機械製造業、他製造業 

出典：経済産業省「都道府県別エネルギー消費統計（2019 年度暫定値）」より作成 
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図表 ７ 水素ステーションの整備状況 

 
出典：（⼀社）次世代⾃動⾞振興センター「⽔素ステーション整備状況」（2021 年）より作成 
 

図表 ８ 洋上風力の導入目標・エリア イメージ 

 
※2030 年については、環境アセス⼿続中（2020 年 10 ⽉末時点・⼀部環境アセス⼿続きが完了した計画を含む）の案件を元に作成。

2040 年については、NEDO「着床式洋上ウィンドファーム開発⽀援事業（洋上⾵⼒発電の発電コストに関する検討）報告書」におけ
る LCOE（均等化発電原価）や、専⾨家によるレビュー、事業者の環境アセス⼿続き状況等を考慮し、協議会として作成。なお、本
マップの作成にあたっては、浮体式のポテンシャルは考慮していない。 

出典：経済産業省「洋上⾵⼒の産業競争⼒強化に向けた官⺠協議 洋上⾵⼒産業ビジョン（第１次）」
（2020 年） 
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図表 ９ 東京圏への転入超過の推移 

 
出典：国⼟交通省「国⼟の⻑期展望」最終とりまとめ参考資料 

 
図表 １０ 東京圏の年齢階層別転入超過数（2010～2019 年） 

 
出典：国⼟交通省「国⼟の⻑期展望」最終とりまとめ参考資料 
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図表 １１ 東京圏の転入超過数（対地方圏）の推移[男女別] 

出典：国⼟交通省「国⼟の⻑期展望」最終とりまとめ参考資料 
 

図表 １２ 上場企業本社数（都道府県別）の上位 10 位及び下位５位（2015 年） 

 

（注１）上場企業とは、2015 年では札証、東証１部、東証２部、東証マザーズ、福証、名証、ジャスダックを含み、 
2004 年では、札証、東証１部、東証２部、東証マザーズ、⼤証、福証、名証、ヘラクレスが含まれている。 ⼤
証の東証への統合、ヘラクレスのジャスダックへの移⾏、中⼩企業の上場が増加していることに留意。 

出典：国⼟交通省「国⼟の⻑期展望」最終とりまとめ参考資料 
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図表 １３ 労働時間の推移 

 
出典：内閣府「令和 3 年度 年次経済財政報告」 
 

図表 １４ テレワーク実施状況の変化 

 
 

※国⼟交通省「企業等の東京⼀極集中に係る基本調査（企業向けアンケート）」（2020.11 速報）（調査期間：令和２年８〜９⽉、対
象：都内に本社をおく上場企業 2,024 社、有効回答：389 社） 

出典：国⼟交通省「⼆地域居住等関連施策のご紹介（令和 3 年 3 ⽉）」 
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図表 １５ コロナ禍における国民の意識の変化 

 
※上記のグラフは都内に住む２０代以上の男⼥ 1,078 名を対象に調査。そのうち地⽅暮らしに関⼼があると回答した

604 名が対象。元データ：（株）トラストバンク「地⽅暮らしに関するアンケート」（令和２年６⽉） 

出典：国⼟交通省「⼆地域居住等関連施策のご紹介（令和 3 年 3 ⽉）」 
 

図表 １６ 「豊かさ」に関する意識の推移 

出典：国⼟交通省「国⼟の⻑期展望」最終とりまとめ参考資料 
 

図表 １７ ネットショッピング利用率（世帯数割合）の推移 

  
 

出典：国⼟交通省「国⼟の⻑期展望」最終とりまとめ参考資料 
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図表 １８ ライフスタイルの多様化と関係人口 

出典：国⼟交通省「ライフスタイルの多様化等に関する懇談会」（2021 年 3 ⽉） 
 

図表 １９ 主要国の GDP の変化（US ドル） 

 

出典：国⼟交通省「国⼟の⻑期展望専⾨委員会（第 8 回）配付資料 参考資料１」 
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図表 ２０ 労働の質の変化 

 
出典：経済産業省「AI・ビッグデータによる産業構造・就業構造の変⾰」（2015 年） 

 

図表 ２１ 今後 30 年で震度 6 弱以上の揺れに見舞われる確率 

 
出典：国⽴研究開発法⼈ 防災科学技術研究所「J-SHIS 地震ハザードステーション 2020 年版 全ての地

震 平均ケース」 
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図表 ２２ 震度の最大の分布 

 
（注）震度推計に⽤いた 5 ケースの最⼤値(⼀つの地震でこのような震度分布が⽣じるものではない。) 

出典：内閣府「南海トラフ巨⼤地震対策について（最終報告）」 
 

図表 ２３ 津波高分布（一部抜粋） 

 
左：東海地⽅が⼤きく被災するケース（「駿河湾〜紀伊半島沖」に「⼤すべり域＋超⼤すべり域」を設定 
右：九州地⽅が⼤きく被災するケース（「四国沖〜九州沖」に「⼤すべり域＋超⼤すべり域」を設定。 
出典：内閣府「南海トラフ巨⼤地震対策について（最終報告）」 
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図表 ２４ 全国各地で頻発する洪水・土砂災害 

     出典：内閣府「防災情報のページ」最近の主な⾃然災害について、 
気象庁「気象庁が名称を定めた気象・地震・⽕⼭現象⼀覧」より作成 

 
 

図表 ２５ 集中豪雨の年間発生回数の推移 

 
出典：中部地⽅整備局河川部「第 1 回流域治⽔の推進に向けた中部関係省庁実務者会議」資料 2  

時期 災害名
死者・

⾏⽅不明者
平成23年7⽉ 新潟・福島豪⾬ 6
平成24年7⽉ 九州北部豪⾬ 33
平成25年 梅⾬期における⼤⾬等 17
平成25年 台⾵第26号、第27号 45
平成26年 豪⾬（７⽉30⽇〜8⽉11⽇） 5
平成26年 豪⾬（8⽉15⽇〜8⽉26⽇） 8
平成27年9⽉ 関東・東北豪⾬（台⾵第18号を含む） 20
平成28年 台⾵第10号 29
平成29年 台⾵第3号（九州北部豪⾬を含む） 44
平成30年 7⽉豪⾬ 271
平成30年 台⾵第21号 14
令和元年9⽉ 令和元年房総半島台⾵ 9
令和元年10⽉ 令和元年東⽇本台⾵ 108
令和2年7⽉ 令和２年７⽉豪⾬ 86
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図表 ２６ 土砂災害の発生件数の推移 

 

出典：国⼟交通省「国⼟交通⽩書 2021」 
 

図表 ２７ 建設年度別橋梁数 

 

出典：国⼟交通省「国⼟交通⽩書 2020」 
 

図表 ２８ 建設年度別港湾施設数 

 

出典：国⼟交通省「国⼟交通⽩書 2020」  
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第２章の図表 

図表 ２９ 陸上輸送の中心を担う中部圏 

  
出典：国⼟交通省「貨物地域流動調査（2019 年度）」より作成 
※陸路（⾃動⾞、鉄道）を集計。 

 
図表 ３０ 中部圏を介する旅客純流動（鉄道交通） 

  

出典：国⼟交通省「旅客地域流動調査（2019 年度）」より作成 
※広域旅客流動：ブロックを超える流動。ブロック内々の流動は含まない 
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図表 ３１ 中部地方の道路ネットワーク 

 

 
出典：中部地⽅整備局作成（令和３年 11 ⽉現在） 
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図表 ３２ リニア各駅からの 1 時間・2 時間圏について（飯田市） 

*リニア開業前 

 

 
*リニア開業後 

 

出典：国⼟交通省「スーパー・メガリージョン構想検討会」最終とりまとめ参考資料 
 



- 17 - 
 

図表 ３３ 中部圏の製造品出荷額

等 

図表 ３４ 自動車関連の製造品出荷額等の

シェア 

 
出典：経済産業省「2020 年⼯業統計調

査（2019 年実績）」より作成 

 
※岐⾩県の⾃動⾞⾞体・附随⾞製造業は秘匿値のた

め中部圏に含めていない。 
出典：経済産業省「2020 年⼯業統計調査（2019 年

実績）」より作成 
  

図表 ３５ 港湾の貿易額 図表 ３６ 五大港の貿易黒字額の比較 

 
出典：名古屋関税「令和 2 年分全国港別貿

易額順位表（確々報）」より作成 

 
 
出典：名古屋港管理組合「名古屋港統計年報

（令和 2 年）」より作成 
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図表 ３７ 中部圏の農業産出額 

 

出典：農林⽔産省「令和２年農業産出額及び⽣産農業所得（都道府県別）（速報値）」より作成 
 

図表 ３８ 都道府県別農業産出額 

 

出典：農林⽔産省「令和２年農業産出額及び⽣産農業所得（都道府県別）（速報値）」より作成 
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図表 ３９ 作物分類別農業産出額（上位 15 位） 

（花き）       （野菜）   （茶） 
 

 
出典：農林⽔産省「令和２年農業産出額及び⽣産農業所得（都道府県別）（速報値）」より作成 
 

図表 ４０ 大都市圏の通勤時間 

 
※【関東⼤都市圏】さいたま市，千葉市，東京都特別区部，横浜市，川崎市，相模原市及びその周辺市町村、 
【中京⼤都市圏】名古屋市及びその周辺市町村、【近畿⼤都市圏】京都市，⼤阪市，堺市，神⼾市及びその周辺市町村 

※家計を主に⽀える者の通勤時間の中位数（分） 
出典：総務省「平成 30 年住宅・⼟地統計調査」より作成 
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6 宮崎県 14
7 埼⽟県 13
8 愛知県 9
9 熊本県 7
10 佐賀県 7
11 ⼤分県 6
12 ⻑崎県 5
13 奈良県 5
14 滋賀県 4
15 岐⾩県 4
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図表 ４１ 住宅地平均価格    図表 ４２ １住宅当たり延べ面積(㎡) 

   
出典：「地価公⽰（国⼟交通省⼟地鑑定委員会）」   出典：国⼟交通省「令和２年度 住宅経済関連デ 

より作成                     ータ」より作成 
 

図表 ４３ 一人当たり都市公園等整備現況 

（都道府県別）    （圏域別） 

  
※特定地区公園（カントリーパーク）を含む。政令市分は含まない。⾯積は⼩数点以下第 1 位を四捨五⼊。東⽇本⼤震災で⼤きな被害

を受けた宮城県、福島県の⼀部地域は平成 21 年度末の数値を使⽤ 
出典：国⼟交通省「都市公園データベース」、総務省統計局「⼈⼝推計（2019 年（令和元年）10 ⽉ 1 ⽇

現在）」より作成 
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図表 ４４ 各都府県で死者数が最大となる    図表 ４５ 直接被害額 

ケースの死者内訳  

 
出典：【左図】内閣府中央防災会議防災対策推進検討会議「南海トラフ巨⼤地震対策検討ワーキンググル

ープ 南海トラフ巨⼤地震対策検討ワーキンググループ（第⼀次報告）（平成２４年８⽉２９⽇発
表） 南海トラフ巨⼤地震の被害想定について 東海地⽅が⼤きく被災するケース 死者数（地震
動：陸側ケース、津波ケース①、冬深夜、⾵速 8m/s、早期避難率低）」より作成【右図】中部地
⽅整備局「北陸圏・中部圏広域地⽅計画合同協議会（平成 27 年 11 ⽉）」資料より作成 

 
 

図表 ４６ 急流河川を有する中部

  

出典：国⼟交通省中部地⽅整備局「H29 年度中部の河川関係事業」 
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図表 ４７ 名古屋圏における東京圏との転出入の状況（合計） 

 
※1999 年からの時系列図は外国⼈を含まず、年齢別・男⼥別は外国⼈を含むため、合計が⼀致しない。 
出典：総務省統計局「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告」より作成 
 

図表 ４８ 名古屋圏における東京圏との転出入の状況（2020 年、年代別シェア） 

 
※名古屋圏：岐⾩・愛知・三重、東京圏：埼⽟・千葉・東京・神奈川 
出典：総務省統計局「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告」より作成 
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図表 ４９ 中部圏の高校を卒業した学生の大学進学先地域別割合 

 
出典：⽂部科学省「学校基本調査（令和３年度）」 出⾝⾼校の所在地 より作成 
 

図表 ５０ 東京圏または愛知県の大学等に進学した理由（単一回答） 

 
出典：愛知県「若年⼥性の東京圏転出⼊に関する意識調査結果」 
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図表 ５１ 東京圏または愛知県の企業等に就職した理由（単一回答） 

 
出典：愛知県「若年⼥性の東京圏転出⼊に関する意識調査結果」 
 

図表 ５２ 労働力人口比率 

 

出典：愛知県「愛知県の就業状況（2019 年平均）」「愛知県の就業状況（2020 年平均）」、総務省統計局
「労働⼒調査 年平均（全国・地域別結果）」より作成 

 

 

2019年 2020年
男 愛知県 74.2% 74.5%

全国 71.5% 71.4%
⼥ 愛知県 55.0% 55.1%

全国 53.4% 53.2%
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図表 ５３ 年齢階級別労働力人口比率（2020 年） 

出典：愛知県「愛知県の就業状況（2019 年平均）」「愛知県の就業状況（2020 年平均）」、総務省統計局
「労働⼒調査 年平均（全国・地域別結果）」より作成
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